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｢ホームレス自立支援法と困窮者対策を考える｣ 

シンポジウム 

 

午後 4時  開会  

 

午後 4時  主催者あいさつ 実行委員会代表・川口 清一氏（連合大阪会長） 

 

4 時 05 分  来賓あいさつ  

      決意の表明 衆議院議員 中川治氏（民主党自立就労議連・ホームレス議連事務局長） 

 

4 時 30 分 １部 報告：行政のホームレス対策の取組 

       玉越 毅氏（大阪府福祉部社会援護課ホームレス担当課長補佐） 

       門田正広氏（大阪市健康福祉局ホームレス自立支援担当課長） 

 

5 時 00 分 ２部 パネルディスカッション（パネリスト発題とディスカッション） 

山田實氏（ＮＰＯ釜ケ崎支援機構理事長） 

多賀雅彦氏（連合大阪事務局長） 

水内俊雄氏（ホームレス支援全国ネットワーク理事、大阪市立大学都市研究プラザ副所長） 

奥村健氏（更生施設大淀寮寮長） 

 

6 時 25 分 集会宣言 

 

6 時 30 分 終了 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 編 

１．大阪府のホームレス対策の概要        2 頁 

玉越 毅（大阪府福祉部社会援護課ホームレス担当課長補佐） 

２．大阪市の主なホームレス対策の概要       7 頁 

門田正広（大阪市健康福祉局ホームレス自立支援担当課長） 

３． 「働くことを軸とする安心社会」の実現に向けた連合・連合大阪の取り組み 12 頁 

 多賀雅彦（連合大阪 事務局長） 

４．ホームレス状況の広範化と脱ホームレス支援の実績とその評価    18 頁 

 水内俊雄（ホームレス支援全国ネットワーク理事、大阪市立大学都市研究プラザ副所長） 

５．新たなホームレス支援制度 「既存の福祉制度の在り方もふまえた法の改正」 34 頁 

奥村健（更生施設大淀寮寮長） 

６．ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法      38 頁 

７．集会宣言          41 頁 
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「ホームレス自立支援法と困窮者対策を考える」シンポジウム 

 連合大阪 事務局長 

多賀 雅彦 

 

１．連合大阪とホームレス、貧困問題のかかわり 

 ・第５回大会での発言から(1993) 

 ・連合本部、同様の課題を抱える地方連合会との連携(1993～) 

 ・連合大阪あいりん地区問題プロジェクト(1996) 

 ・聞き取り調査への協力(1999) 

 ・シンポジウム、行政・国への働きかけ(1999～) 

・特別措置法(案)骨格提示(2000) 

・野宿生活者への仕事出し(2000～) 

・当事者による屋外集会(2001) 

・特別措置法成立(2002) 

・野宿生活予防 119 番(相談電話)(2003) 

・自立支援に向け自治体・ＮＰＯ・労組の役割考えるシンポ(2004) 

・大阪ホームレス就業支援センター創立に関与(2005) 

 ・ＯＳＡＫＡチャレンジネット(住居喪失不安定就労者支援センター)とライフサポート

センター(大阪労福協と連合大阪などが運営)との連携(2008) 

 

２．自立支援法に対する評価と課題 

 ・全国・大阪のホームレス数は減少。河川・公園・路上生活者も減少。 

 ・「労働＝就労」と「住居・生活保障」の一体的支援についての課題。 

 ・「新たな潜在的ホームレス労働者」の増に対応していくための課題。 

   ネットカフェ、マクドナルド等で夜を過ごす「潜在的ホームレス(低所得労働者)」
が増しており、「自立支援法」を「当面延長」させる中で将来を見据えた抜本的

対策(法律)を検討していくことが必要。 
 

３．直近の労働をめぐる環境について 

・年収 200 万以下のワーキングプア－1045 万人(4 人に 1 人) 

・非正規比率 38.7％(2010 年 10 月時点)(97 年から 10 年かけて非正規は 600 万人増・

正規は 460 万人の減)。大阪の非正規労働者の比率は全国に比して高い(大阪版労働力

調査では、44.5％)。 

 ・民間勤労者の平均年収 ピーク時(97 年・467 万)から 412 万へ 55 万円(12％)ダウン。 

 ・生活保護世帯の激増－約 206 万人(失業者の受給の増加が著しい) 

 ・失業率は依然として高止まりをしたままである。大阪では、特に若年者部分で高い。

また「失業者の約半数(47％)が主たる生計者であること」、「失業者の 4 割近くが求職

期間が 1 年以上」という特徴もある。 

 ・全国の自殺者数は 1998 年から 3 万人を下回らない中、大阪でも 2010 年度は 2070 人
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と東京都に次ぐ多さ。 

・ワーキングプア（年収 200 万円以下）層の生活・意識調査(連合、2011 年 6～7 月に

実施。1000 名(調査対象者：個人年収が 200 万円以下で、家計の 1 割以上を負担してい

る 20 歳～59 歳の男女）の有効サンプル(特徴的な回答比率) 

    ・自分の将来に希望が持てない－63.5% 

    ・「生活が苦しくて、ホームレスになる可能性がある」(自分の収入のみで家計を

支えている層では 2 割に) 

・ワーキングプアであると感じた経験がある－6 割 

・自身に該当する最低賃金額を知っている－2 割強 

・日本の最低賃金（全国平均 730 円）は低いと思う－7 割強 

・貧困層は増加していると感じている－8 割 

 

４．改めて貧困問題に対する基本的な考え方 

・労働市場の破壊が貧困を生み、その貧困が労働市場を破壊する－貧困の連鎖 

・労働組合運動とホームレス、貧困問題－地続きの課題であること。 

・「貧困」は単なる経済問題ではなく、日本社会全体の危機という認識必要。 

 

５．連合(大阪)の具体的な取り組み 

・「とぶ太カンパ」(2009)。雇用と就労自立に向けて支援を全国展開。行政への要請や

支援カンパだけでなく、労働組合自身も幅広い支援の主体となること。 

   ◆全国で 3.9 億円を集約。119 拠点を支援。 

・「イッポ前ナビ(就労・生活 自立支援に向けて、自治体などの相談窓口、支援制度の

紹介)」、「ワークルールチェッカー(3 分間労働条件診断)」、「はたらきろく(携帯電話

などのモバイル機器を活用した労働時間記録ウェブサイト)」 

・大阪希望館への支援、連携した活動。 

・年間 1500 件を超える相談。チャレンジネットや多くのネットワークと連携しつつ、

解決型で対応。今、労働相談は生活相談に。 

 ・日常的な個別支援と、政策実現に向けた社会運動を両輪で行うことの必要。 

 ・連合「政策制度 要求と提言」での位置づけ 

◆連合「政策制度 要求と提言(2012～2013 年度)」より 

国および地方自治体は、ホームレスの自立支援にあたっては、新たな貧困層(ワーキング・

プア等)等若年層への支援を含めたパーソナル・サポートなど、就業支援事業や自立支援セ

ンターの退所者に対する相談・支援体制を整備・拡充するなど、就業機会の確保による自

立支援策を強化する。なお、同法の第 11 条（公共施設の利用が妨げられている場合は、

その管理者が適正利用のための必要な措置を講じる）は、国際人権法に則ったうえでの措

置とする。 

 

６．「働くことを軸とする安心社会」の実現に向けて 

・「働くことを軸とする安心社会」－組織された労働者だけでないすべての労働者、市

民を視野に目指すべき社会として提起 
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   ◆「働くことに最も重要な価値を置き、誰もが公正な労働条件のもと多様な働き方を通じて社

会に参加でき、社会的・経済的に自立することを軸とし、それを相互に支え合い、自己実現

に挑戦できるセーフティネットが組み込まれている活力あふれる参加型の社会」 

 ・総合的なセーフティネットの整備→安心して消費できる、内需拡大社会へ。 

 ・多様な働き方、均等待遇、多様な訓練体系。 

 ・人が誇りを持って働き、尊厳を持って生きる権利が保障された国へ。 

 ・国境を越えた労働者の連携。 

・連合は、さまざまな社会運動の軸としての役割を果たす決意。 

働くことを軸とする安心社会とは．．．働くことを軸とする安心社会とは．．．

働くこと働くこと働くこと ＝＝ 社会に参加社会に参加
することすること

自己実現
様々な雇用労働、
家事労働、地域活動、
学習・訓練、ボランティ
ア、
文化活動など

雇用労働は雇用労働は
もちろんもちろん

ディーセントディーセント
ワーク！ワーク！

経済的自立社会的自立

自立

自立

自立

①仕事の価値に見合った所得

②ワークライフバランス
③ワークルールの確立

絆

絆

労働組合は絆の再生
を担う！

参加を保障
する支援の
仕組み

参加を保障参加を保障
する支援のする支援の
仕組み仕組み

生涯を通じた
切れ目のない安心
を提供

軸軸
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 活力ある社会・経済に！活力ある社会・経済に！

安心安心社会社会のかたちと仕組みのイメージのかたちと仕組みのイメージ

働くこと働くこと働くこと

雇用労働
ﾃﾞｨｰｾﾝﾄ･ﾜｰｸﾃﾞｨｰｾﾝﾄ･ﾜｰｸ

家事
子育て

地域活動

様々な学び
訓練

自営業等
ボランティア

NPO

働くこと働くこと働くこと

雇用労働
ﾃﾞｨｰｾﾝﾄ･ﾜｰｸﾃﾞｨｰｾﾝﾄ･ﾜｰｸ

家事
子育て

地域活動

様々な学び
訓練

自営業等
ボランティア

NPO

参加支援・参加保障参加支援・参加保障参加支援・参加保障

職業訓練

労働市場

高等教育 職業紹介 就労ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 均等待遇

保育ｻｰﾋﾞｽ介護支援

高齢者雇用

休職制度

様
々
な
リ
ス
ク
に

直
面
す
る
人
た
ち

様
々
な
リ
ス
ク
に

直
面
す
る
人
た
ち

ｅｔｃ．

参加支援・参加保障
の様々な仕組み

自己実現、きずな、
つながり、支え合い

人間的で誇りのもてる
就労機会

求職者支援制度など求職者支援制度など

生活保護などのセーフティネット（トランポリン）

働くことというのは様々なかたちがあり、それが軸に
なる。社会に、あるいは労働市場に参加していく際の
支援や保障が張りめぐらされた社会
さらにセーフティネットが設置され、安心を担保する

ことで参加や自己実現への挑戦を容易にさせる社会

社会を支えることにつながる

支援型・補完型

支援型・補完型

1
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○なんでも相談ダイヤル相談集計  
（2010 年 9 月 1 日～2011 年 8 月 31 日） 
 
１.労働相談(連合中央区分集計に準ずる) 

内　　容 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 合計
組合結成･運営 3 5 3 2 7 2 1 5 6 16 7 3 60
その他労働組合関係 2 0 2 1 1 3 1 3 2 4 3 1 23
就業規則･雇用契約 3 4 6 3 5 1 5 3 2 8 1 3 44
配置転換･出向等 3 1 2 1 2 1 1 3 1 2 6 0 23
その他労働契約関係 6 3 7 10 5 4 9 4 6 10 8 7 79
賃金関係 18 18 23 23 23 20 25 22 18 30 33 13 266
労働時間関係 12 4 4 7 4 11 4 4 6 14 4 6 80
解雇 24 34 17 30 14 17 33 14 20 23 25 14 265
倒産 0 1 0 1 0 1 0 0 1 0 0 1 5
その他雇用関係 2 1 5 3 1 4 10 4 2 8 2 1 43
退職金 8 2 2 9 3 2 3 5 3 7 3 5 52
その他退職関係 2 2 2 5 2 5 2 1 1 2 3 1 28
保険･税関係 10 6 3 13 3 6 6 2 1 13 5 10 78
労災･安全衛生関係 5 1 1 6 2 8 1 6 2 7 3 5 47
セクハラ 0 1 1 1 0 1 0 1 0 4 0 0 9
嫌がらせ 4 10 7 10 4 7 12 5 5 15 9 4 92
その他差別等 0 1 2 2 1 1 2 0 3 0 3 1 16
その他 1 7 3 5 7 12 4 6 7 9 8 4 73

計 103 101 90 132 84 106 119 88 86 172 123 79 1283  
 
２．一般相談 

内　　容 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 合計
社保・税金 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3
借金・ローン 0 1 2 1 1 1 0 0 0 1 0 1 8
消費者関係 0 3 0 0 0 1 0 1 1 2 1 0 9
交通・車両事故 2 1 0 1 2 2 0 1 0 1 0 1 11
教育・子育て 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 3
人権 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
障害者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1
高齢者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
外国人 3 3 3 3 4 3 6 4 3 3 2 3 40
医療 0 0 1 0 0 0 1 1 1 1 0 1 6
心の悩み･ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 3
行政 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
夫婦・家族問題 4 2 5 5 7 3 5 2 0 4 4 1 42
事件・トラブル 7 4 10 2 9 6 7 5 6 6 5 5 72
住宅関係 0 2 0 0 1 1 1 1 5 5 2 1 19
生活不安 3 1 0 1 1 1 0 0 0 1 0 0 8
その他 4 1 2 6 3 5 1 0 1 2 2 1 28

計 25 19 24 19 28 23 21 15 18 27 17 17 253  
無料法律相談（毎週水曜）   労働相談：52 件 一般相談：55 件 
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【2011 年６月組織拡大行動時 配布チラシ】 
 

 
 

 

17



1

2011 12 17

NPO

2
18



3

1. 10,890 2011 1

2. 6,500 2010
715 � 136 �

3. 36,539 2010
�

4. 8,440
2010 � 4,162 �

5. 30,000
2010 10

6.
41,563 5,014 12.1%

4

1. 8.7% 2.5%

2. 45 21.2% 55.8

3. 47.6%

4. 13.9%

5. 8.6%

6. 10.1%

7.
21.1% 26.2%

21.9% 17.1% 17.5%

3

19



5

1. 13.0%

2. 1 1 18.0% 1 48.3%

3. 1 1 17.4%

4. 51.6%

5. 27.4%
37.6%

17.2% 10.3%

1

6

1. 19.3%

2.

20



7

1. 53.2% 13.5%

2. 27.8% 34.3%

3. 16.9% 44.2%

4. 2.2 7.8

5. 30.1% 42.0%
18.3%

6. 43.8%

7. 36.5% 21.2%
12.6 1 9.3%

8
21



9

1. 33.0%

2. 43.9%

3. 8.4%

3

10

1. 59.7%

2. 1 4.3%

3. 9.8%

4. 13.9 5.7

5. 24.4

6. 7

7. 3 7

8.

22



11 11

12 12
23



13 13

14

Short term shelter

Rehabilitation center (temporary)

14
24



15

9.
44.5 9.8

27.7

10. 27.7% 41.2
41.6

4 1

16

1.

2. 45.3 41.5
32.1 30.2

25



17

1. 56.3% 48.1% 73.5%

2. 9.0%

3. 15.8%

4. 15.7%

5. 1.4%

6.
2

10

18

7.
26.6

8.

3 2
4 1

10

26



19

1. 89.1%

2. 15.2%

3. 20.4

4. 15.0
6.1

5. 11.0%

6. 10.4%

7. 6.2%

8. 49.0%

11

20

9. 28.6

10. 38.6

11. 3 34.5

12. 61.5%

13.

14. 20.4
39.2

11

27



21

� 1 20

2000 2,136 2009

12 2010 30 10

3 2 2010 8440 1

20 2000 12 8.3

22
28



23

� 4

9

�

24

�

�

�

29



25

� 26.5 46.6

�

26

� 20.4

11.0%

30



27

� 17.9% 3.7 1.2 4.9%

4

�

28

� 27.7%

31



29

�

30

�

�

32



31

�

3

�

32

�

�

NPO

5 2011 12

�

� �

5 2011 12

33



34



35



 

 
36



 

 
37



 

 
38



 

 
39



ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法 

（平成十四年八月七日法律第百五号） 

 第一章 総則（第一条―第七条）  

 第二章 基本方針及び実施計画（第八条・第九条）  

 第三章 財政上の措置等（第十条・第十一条）  

 第四章 民間団体の能力の活用等（第十二条―第十四条）  

 附則  

   第一章 総則  

（目的）  

第一条  この法律は、自立の意思がありながらホームレスとなることを余儀なくされた者が多数存在し、健康

で文化的な生活を送ることができないでいるとともに、地域社会とのあつれきが生じつつある現状にかんが

み、ホームレスの自立の支援、ホームレスとなることを防止するための生活上の支援等に関し、国等の果

たすべき責務を明らかにするとともに、ホームレスの人権に配慮し、かつ、地域社会の理解と協力を得つつ、

必要な施策を講ずることにより、ホームレスに関する問題の解決に資することを目的とする。  

（定義）  

第二条  この法律において「ホームレス」とは、都市公園、河川、道路、駅舎その他の施設を故なく起居の場

所とし、日常生活を営んでいる者をいう。  

（ホームレスの自立の支援等に関する施策の目標等）  

第三条  ホームレスの自立の支援等に関する施策の目標は、次に掲げる事項とする。  

一  自立の意思があるホームレスに対し、安定した雇用の場の確保、職業能力の開発等による就業の機会

の確保、住宅への入居の支援等による安定した居住の場所の確保並びに健康診断、医療の提供等による

保健及び医療の確保に関する施策並びに生活に関する相談及び指導を実施することにより、これらの者を

自立させること。  

二  ホームレスとなることを余儀なくされるおそれのある者が多数存在する地域を中心として行われる、これ

らの者に対する就業の機会の確保、生活に関する相談及び指導の実施その他の生活上の支援により、こ

れらの者がホームレスとなることを防止すること。  

三  前二号に掲げるもののほか、宿泊場所の一時的な提供、日常生活の需要を満たすために必要な物品

の支給その他の緊急に行うべき援助、生活保護法 （昭和二十五年法律第百四十四号）による保護の実施、

国民への啓発活動等によるホームレスの人権の擁護、地域における生活環境の改善及び安全の確保等

により、ホームレスに関する問題の解決を図ること。  

２  ホームレスの自立の支援等に関する施策については、ホームレスの自立のためには就業の機会が確保

されることが最も重要であることに留意しつつ、前項の目標に従って総合的に推進されなければならない。  

（ホームレスの自立への努力）  

第四条  ホームレスは、その自立を支援するための国及び地方公共団体の施策を活用すること等により、自

らの自立に努めるものとする。  

（国の責務）  
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第五条  国は、第三条第一項各号に掲げる事項につき、総合的な施策を策定し、及びこれを実施するものと

する。  

（地方公共団体の責務）  

第六条  地方公共団体は、第三条第一項各号に掲げる事項につき、当該地方公共団体におけるホームレス

に関する問題の実情に応じた施策を策定し、及びこれを実施するものとする。  

（国民の協力）  

第七条  国民は、ホームレスに関する問題について理解を深めるとともに、地域社会において、国及び地方

公共団体が実施する施策に協力すること等により、ホームレスの自立の支援等に努めるものとする。  

   第二章 基本方針及び実施計画  

（基本方針）  

第八条  厚生労働大臣及び国土交通大臣は、第十四条の規定による全国調査を踏まえ、ホームレスの自

立の支援等に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を策定しなければならない。  

２  基本方針は、次に掲げる事項について策定するものとする。  

一  ホームレスの就業の機会の確保、安定した居住の場所の確保、保健及び医療の確保並びに生活に関

する相談及び指導に関する事項  

二  ホームレス自立支援事業（ホームレスに対し、一定期間宿泊場所を提供した上、健康診断、身元の確認

並びに生活に関する相談及び指導を行うとともに、就業の相談及びあっせん等を行うことにより、その自立

を支援する事業をいう。）その他のホームレスの個々の事情に対応したその自立を総合的に支援する事業

の実施に関する事項  

三  ホームレスとなることを余儀なくされるおそれのある者が多数存在する地域を中心として行われるこれら

の者に対する生活上の支援に関する事項  

四  ホームレスに対し緊急に行うべき援助に関する事項、生活保護法 による保護の実施に関する事項、ホ

ームレスの人権の擁護に関する事項並びに地域における生活環境の改善及び安全の確保に関する事項  

五  ホームレスの自立の支援等を行う民間団体との連携に関する事項  

六  前各号に掲げるもののほか、ホームレスの自立の支援等に関する基本的な事項  

３  厚生労働大臣及び国土交通大臣は、基本方針を策定しようとするときは、総務大臣その他関係行政機

関の長と協議しなければならない。  

（実施計画）  

第九条  都道府県は、ホームレスに関する問題の実情に応じた施策を実施するため必要があると認められ

るときは、基本方針に即し、当該施策を実施するための計画を策定しなければならない。  

２  前項の計画を策定した都道府県の区域内の市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、ホームレスに関する

問題の実情に応じた施策を実施するため必要があると認めるときは、基本方針及び同項の計画に即し、当

該施策を実施するための計画を策定しなければならない。  

３  都道府県又は市町村は、第一項又は前項の計画を策定するに当たっては、地域住民及びホームレスの

自立の支援等を行う民間団体の意見を聴くように努めるものとする。  
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   第三章 財政上の措置等  

（財政上の措置等）  

第十条  国は、ホームレスの自立の支援等に関する施策を推進するため、その区域内にホームレスが多数

存在する地方公共団体及びホームレスの自立の支援等を行う民間団体を支援するための財政上の措置

その他必要な措置を講ずるように努めなければならない。  

（公共の用に供する施設の適正な利用の確保）  

第十一条  都市公園その他の公共の用に供する施設を管理する者は、当該施設をホームレスが起居の場

所とすることによりその適正な利用が妨げられているときは、ホームレスの自立の支援等に関する施策と

の連携を図りつつ、法令の規定に基づき、当該施設の適正な利用を確保するために必要な措置をとるもの

とする。  

   第四章 民間団体の能力の活用等  

（民間団体の能力の活用等）  

第十二条  国及び地方公共団体は、ホームレスの自立の支援等に関する施策を実施するに当たっては、ホ

ームレスの自立の支援等について民間団体が果たしている役割の重要性に留意し、これらの団体との緊

密な連携の確保に努めるとともに、その能力の積極的な活用を図るものとする。  

（国及び地方公共団体の連携）  

第十三条  国及び地方公共団体は、ホームレスの自立の支援等に関する施策を実施するに当たっては、相

互の緊密な連携の確保に努めるものとする。  

（ホームレスの実態に関する全国調査）  

第十四条  国は、ホームレスの自立の支援等に関する施策の策定及び実施に資するため、地方公共団体

の協力を得て、ホームレスの実態に関する全国調査を行わなければならない。  

 

   附 則  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。  

（この法律の失効） 

第二条  この法律は、この法律の施行の日から起算して十年を経過した日に、その効力を失う。  

（検討） 

第三条  この法律の規定については、この法律の施行後五年を目途として、その施行の状況等を勘案して

検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。  
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12.17｢ホームレス自立支援法と困窮者対策を考える｣ 

シンポジウム集会宣言（案） 

 

１、２００２年８月に施行された｢ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法｣は、ホー

ムレス問題は国と国民の解決すべき課題であると、日本で初めて位置づけられた歴史的な意

義をもっている。それは、野宿生活に追いやられた原因が「自己責任」ではなく、先進国共

通の「貧困問題」として認識し、排除ではなく社会的包摂で解決していこうというものだっ

た。 

 

２、法に基づく対策等の結果、野宿者数は全国で約２万５０００人から約１万１０００人へ

と、大阪市では約９０００人から約２０００人へと大きく減った。 

 

３、しかし法制定後の１０年で、ホームレス問題の様相は大きく変化している。減少したと

はいえ長期野宿層は｢就労自立｣と｢生活保護｣のはざまで、まだ多くの人が路上に置き去りに

されている。その一方で、「ネットカフェ難民」等と呼ばれる仕事も住まいも不安定な人た

ち、若者や精神・知的・発達などの障がいを抱えるホームレス層が急激に増えた。かつてホ

ームレス問題は、日本では中高齢者の失業問題として語られることが多かった。しかし今や

ホームレス状態に追いやられる人たちは、１０代の若者から８０代の高齢者まであらゆる年

齢層に拡大し、抱えている問題も精神的肉体的状態も多様化・複合化している。 

 

４、さらに、２００万人（大阪市では１５万人）をこえた生活保護受給者、生活保護とのボ

ーダーラインにいるワーキングプア、そして孤立高齢者の増加やニート・ひきこもり層の中

高年齢化、また今年３月に起きた東日本大震災と福島原発事故などの影響が、ホームレス問

題の深刻化にさらにつながる可能性は大きい。 

 

５、一言で「ホームレス」といっても、学歴も経験してきた職種も、年齢も病気や障がいの

種類や程度もひとりひとり異なる。また単純に「仕事とすまいを失った」だけでなく、労働

や家族・就学・地域など複数の社会からはじき出された結果、孤立している。「社会的排除」

とよべる複合的な排除の結果である。すぐに自力で就労復帰できる人もいれば、サポートが

あれば働く場を見つけて続けられる人もいる。その一方で、医療や日常生活のサポートを受

ければ軽い仕事ならできる人、就労以前に介護・看護・服薬や家計管理など複数の社会資源

を活用しながら治療や日常生活をサポートしなければならない人まで、それぞれが異なる状

態にある。 

そのため、労働と福祉の壁を超えて、ひとりひとりの状態や段階に応じた多様な自立のあ

り方をめざしていく必要がある。 

 

６、これからのホームレス対策は、現法に規定されている「野宿生活者」とともに、本来で

あれば「ホームレス」と呼ぶべき「安定した仕事や住まいを持てない」人たちも明確に施策
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の対象とし、またより幅広い社会的困窮者をも包摂して、より多様な自立を支援できるもの

にする必要がある。 

 

７、わたしたちは、こうした課題を解決できる「新たな法制度」の制定を求めていきたい。

長期に野宿生活に滞留させられている人たちへの野宿からの脱却と地域での自立生活定着

支援、「あらたなホームレス」層への野宿生活に追いやられる前の早急な自立支援、そして

ホームレス状態に追いやられる人があらたに生み出されないための抜本的な困窮者対策を、

一体的かつ多様におこなえる法制度が必要である。 

 

８、いまここで現行の特別措置法を途切れさせてはならない。現法に基づく対策は、さまざ

まな限界があるとはいえ、社会や既存制度からはじき出された人たちの受け皿として、現在

も有効に機能しているからである。 

 

９、「ホームレスを生まない社会」を目ざし、より包括的な支援法制をつくりだすために、

さしせまった特別措置法の期限延長を全力で実現しよう。 

44


	バインダ1.pdf
	20111220093942.pdf
	20111220094347.pdf

	111217レジュメ.pdf
	①シンポジウム進行表(1頁).pdf
	111217ホームレスシンポチラシ（別紙）.pdf
	111217レジュメ.pdf
	①シンポジウム進行表(1頁).pdf
	111217レジュメ.pdf
	111217レジュメ.pdf
	レジュメ用チラシ.pdf
	111227表紙裏.pdf
	①シンポジウム進行表(1頁).pdf
	111217大阪府.pdf
	111217大阪市.pdf
	111217ホームレスシンポ_連合大阪・多賀_.pdf
	レジュメ（ByMizuuti）.pdf
	111217大淀寮.pdf
	ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法.pdf
	集会宣言.pdf

	①シンポジウム進行表(1頁).pdf






